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岩国基地周辺における令和７年度の航空機騒音の状況【概要版】 
 

令 和 ８ 年 ５ 月 
山口県基地関係県市町連絡協議会 

 
 令和７年度の岩国基地周辺の航空機騒音の状況を以下のとおり取りまとめた。 
 
１ 概況 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

  

【月別Ｗ値の推移】 

○ 令和７年度は、例年と同様に米空母艦載機によるＦＣＬＰ前後の訓練等の

影響により、４月から６月のうるささ指数（Ｗ値）が高くなった。 

また、９月に、２５年ぶりに岩国基地で実施されたＦＣＬＰと、その後、九

州沖で実施されたＣＱの影響により、９月から１０月のＷ値も高くなった。 

 

〇 その他の期間においては、例年と比べると、概ね同程度、または下回る水 

準で推移した。 

 
・ ４～６月中旬は、例年と同様のＦＣＬＰ前後の基地周辺での集中的な
訓練や、九州沖の洋上の空母で実施されたＣＱに伴う夜間離着陸などの
影響により、４月から６月のＷ値が高くなった。 

・ ８月下旬に空母艦載機が一時帰還した当初は、例年と比べＷ値は低か
ったものの、９月には、岩国基地におけるＦＣＬＰの実施により、半数
近くの測定地点（３４地点中１６地点）が年度の最高値のＷ値となった
ことに加え、１０月にはＣＱが実施されたことから、１０月のＷ値も高
くなった。 

・ その後、艦載機が帰還した１２月以降は、帰還前と比べると騒音は増
大したが、例年と比べると、概ね下回る水準で推移した。 

 
 

【過去の年間測定値等との比較】 

○ 空母艦載機移駐後（平成３０年度～令和６年度）との比較 

 【令和６年度との比較】  

・ 比較可能な２８地点中２３地点でＷ値が増加した。 

【平成３０年度～令和６年度との比較】 

・ 比較可能な２８地点中、令和７年度が最大値となったのは７地点であっ

た。 
 

○ 空母艦載機移駐開始前（平成２４～２８年度の平均）との比較 

・ 比較可能な２１地点中１８地点でＷ値が増加しており、中でも基地近辺の

北西側、西側等で増加した。  
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２ 航空機騒音への対応 

〇 岩国基地周辺の騒音対策については、毎年、国に対し、県による政府要望、 

山口県基地関係県市町連絡協議会要望を行っている。 
 

〇 また、令和７年度は岩国基地におけるＦＣＬＰについて、訓練実施前には山

口県基地関係県市町連絡協議会として、ＦＣＬＰを岩国基地において実施しな

いよう要請を行い、訓練実施後には、政府要望時に、地元市町とともに、二度

とＦＣＬＰを岩国基地で実施しないよう要請を行った。 
 

〇 県としては、引き続き、県・地元市町が連携し、状況把握に努めるとともに、

国や米側において、要望した取組が進められるよう働きかけていく。 
 

【参 考】 

《令和７年度 政府要望（令和７年１１月）（抜粋）》 

１ 米軍岩国基地に係る安心・安全対策の推進 
○ 飛行運用に係る騒音軽減措置の実施 
・ 集中的な飛行訓練について、岩国基地周辺での実施の緩和や訓練場所の分散な
どの騒音軽減措置の実施 

・ ＣＱ（空母着艦資格取得訓練）実施時の運用時間帯への配慮  
○ 住民の不安解消に向けた措置の実施 
・ 住民生活への影響が大きい訓練（外来機によるものを含む）の事前通知 
・ 航空機の陸揚げや艦船の寄港の際の、必要性や目的、基地での運用方法等の事
前の十分な情報提供 

・ 空母艦載機の滞在状況、配備機の機種更新等の運用や配置に関する迅速かつ適
切な情報提供 

・ ＦＣＬＰ（空母艦載機着陸訓練）の予備施設指定からの除外  
○ 国による騒音対策の拡充 
・ 住宅防音工事の事務所・店舗等への拡大や艦載機滞在時の状況に対応した対象
区域の見直しなど、地域の実情に即した防音対策 

 
《岩国基地関連の特別要望（令和７年１１月）（抜粋）》 

岩国基地における空母艦載機の着陸訓練に関する要請 

○ 今後、岩国基地において、空母艦載機による激しい騒音被害をもたらすＦＣＬＰ 
が二度と実施されることのないよう、米側に求めるとともに、そのためのあらゆる 
手段を講じること。 

○ 岩国基地をＦＣＬＰの予備施設指定から除外すること。 
○ 硫黄島において、ＦＣＬＰが実施できるよう、速やかに硫黄島航空基地の施設の 
復旧を図ること。 

○ ＦＣＬＰの恒常的な訓練施設の早期確保を図るため、馬毛島における施設整備を
一層促進すること。 

 
《令和７年度 山口県基地関係県市町連絡協議会要望（令和７年８月）（抜粋）》 

Ⅰ 騒音対策の強化 
１ 岩国基地における航空機騒音等の軽減 
○ 飛行運用に係る騒音軽減措置の実施（集中的な飛行訓練の実施の緩和など）等 

２ 住宅防音工事等、騒音対策の充実 
○ 住宅防音工事対象の拡充（第１種区域の見直しにおける艦載機滞在時等の騒音
状況の反映など） 

 


